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研究成果の概要（和文）：日本のスキー観光は 1990 年代半ば以降衰退傾向が強まっており、小

規模なスキー場を中心に、東日本でその閉鎖が目立っている。しかし、グローバル時代のもと

で国際観光が発展し、一部のスキーリゾートでは、インバウンド観光の進展によって著しい変

貌がみられる。北海道倶知安町ニセコひらふ地区に関して分析を進め、一部の地区でオースト

ラリア人向けの宿泊施設等の立地による景観変化が顕著であることを示した。 
 
 
研究成果の概要（英文）：In Japan, ski tourism has been declining since the mid 1990s, 
showing that around a quarter of total ski fields was closed down. Most of those fields are 
in small scale and located in eastern Japan. However, some ski resorts are developing as 
the destination for foreign skiers through the growing trend of international tourism in 
global era. Niseko Hirafu district in Kutchan-cho (Hokkaido) has experienced the 
remarkable landscape change, mainly by the construction of apartments for Australian 
holiday-makers or skiers. 
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１．研究開始当初の背景 
 日本をめぐる国際観光については、アウト
バウンド観光が、インバウンド観光を大きく
上回ってきた。すなわち、日本人の出国者数
約 1,600 万人に対して、訪日外国人観光客は

約 835 万人にとどまっている（2008 年日本
政府観光局）。こうした不均衡を是正するた
めに、「観光立国」を目指した日本政府によ
って、2003 年から外国人誘致戦略の一環と
して「ビジット・ジャパン・キャンペーン」
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が推進されてきた。その結果、訪日外国人観
光客数は、2000 年の 500 万人弱から増加し
ている。こうした傾向下、外国人観光客によ
る日本国内での観光行動が多様化するよう
になってきた。かつては、大都市の東京、著
名な社寺が集積する京都、その他の名所旧跡、
温泉などを訪れる観光行動が主体であった。
しかし、近年では、スキーやゴルフといった
特定のレクリエーションを目的に訪れる外
国人が急増する傾向がみられる。たとえば、
北海道の倶知安町や長野県の白馬村では、オ
ーストラリア人スキー客の増加によって景
観が大きく変化するなど変容が著しい。本研
究では、こうした外国人スキー客の増加にと
もなうスキーリゾートの変容に注目する。し
かし、上記の新しい地域現象に関して、フィ
ールドワークに基づいた具体的な研究例は
これまでみられない。 
 一方、日本では 1990 年代半ば頃から、ス
キー観光が停滞している。この実態は研究代
表者によるこれまでの研究でその実態があ
る程度明らかにされてきた。また、スキー観
光の停滞に伴って、スキーリゾートの主要な
要素であるスキー場の閉鎖、経営主体の変更
が日本全国で大量にみられることについて
示された。しかし、スキー場の閉鎖や経営主
体の変更がどのような地域的条件（スキー場
の規模、開発資本、積雪条件など）と関連し
ているのかについては未解明の点が多い。こ
の視点は、スキーリゾートの持続的発展を考
える上で重要である。 
 世界的にみて、スキーリゾートの集積地域
は、北アメリカ、ヨーロッパ、日本である。
このうちアメリカ合衆国では、1980 年代に
スキー観光の停滞を経験した。しかし合衆国
では、今日、スキーリゾートのサービス向上
によって、一部の地域ではリゾートの再編が
進んでいる。一方、ヨーロッパ、とくにオー
ストリア・アルプスでは、スキーリゾートの
発展傾向が維持されている。合衆国やオース
トリアでみられるこうした再生・維持と日本
との状況を比較検討するという視点は、スキ
ーリゾートの変容プロセスを考える際に重
要であろう。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、日本におけるインバウンド観光
の成長と外国人観光客の行動変化がみられ
る「グローバル観光時代」において、日本に
おけるスキーリゾートがどのように変容し
ているのかを明らかにするものである。具体
的に解明しようとする諸点は次の 2点である。 
 まず、スキー観光停滞時代における日本の
スキー場の動向を解明する。具体的には、ス
キーリフトのデータを用いて、全国の全ての
スキー場それぞれについて、開設時期、索道
事業者の変更、閉鎖・休業の動向について明

らかにする。さらに、その地域的な傾向を、
地形条件、温暖化傾向とも関係する気候条件、
大都市との位置関係、開発資本の性格などに
基づいて考察する。 
 第 2 にインバウンド観光の発展によって変
貌の著しい具体的なスキーリゾートについ
て、事例研究を行う。外国人スキー客の来訪
が顕著に増えている北海道倶知安町および
長野県白馬村においてフィールドワークを
実施し、スキーリゾートとしての変容を実証
的に解明する。 
 上記の 2 つの結果をもとに、国内外のスキ
ーリゾートをめぐる状況、とくに継続的な発
展傾向がみられるヨーロッパアルプスにお
けるスキーリゾートの動向等と比較しつつ、
インバウンド観光の発展に伴うスキーリゾ
ート変容の地域的意味を考察する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、日本におけるスキーリゾート
の変容を明らかにするが、大きく 3 つの分析
からなる。すなわち、全国のスキー場に関す
る動向分析、インバウンド観光の発展によっ
て大きく変容したスキーリゾートの事例研
究、さらにスキーリゾート変容をめぐる地域
的意味の考察である。 
 第 1 に、日本のスキー場の動向を分析する
にあたり、これまで日本に存在した全てのス
キー場について、その開業年、閉鎖・休業年、

開発資本、
索道からみた規模、
位置、

海抜高度と標高差等を整理した。それぞれの
指標について、現存スキー場と閉鎖・休業ス
キー場とで比較検討し、後者が有する地域的
性格を明確にする。本研究で対象とするスキ
ー場については、鉄道事業法による普通索道
または特殊索道を有するものと定義した。ま
た、スキー場の開業、閉鎖または休業時期を
把握するために、国土交通省が監修する『鉄
道要覧』（年刊）を使用した。ただし、閉鎖
または休業時期については、新聞記事なども
参考にした。 
 第 2 に、インバウンド観光の発展によって
大きく変容したスキーリゾートの事例研究
については、これまでも複数の研究で指摘さ
れてきた北海道ニセコひらふ地区を対象と
した。この実態調査では、景観変化という視
点を重視する。とくに、「コンドミニアム」
や「コテージ」といった新しい宿泊施設が増
加してきたプロセスを明示し、地区全体の景
観変化を明らかにする。具体的には、現地で
の観察と聞き取り調査によって、宿泊施設の
分布やその変化を把握した。また建築確認申
請のデータを用いて、新しい宿泊施設の建築
年代について分析する。それらの施設は、独
立したリビングと寝室のほかに自炊設備等
を備えたユニットで、たとえばヨーロッパで
は Apartment（英）、Ferienwohnung（独）、



Appartement（仏）と呼ばれるものである。
本研究では、こうした施設を英語名に基づい
てアパートメントと表現する。この施設を、
いわゆる分譲マンションのような大規模な
「コンドミニアム」と、1 戸建てに相当する
規模の「コテージ」とに分けて分析する。 
 第 3 に上記 2 つの結果とともに、日本にお
けるインバウンド観光の成長と外国人観光
客の行動変化、国内のほかのスキーリゾート
の動向、諸外国のスキーリゾートの動向など
を考慮しながら、スキーリゾート変容をめぐ
る地域的意味を考える。 
 
４．研究成果 
(1)日本におけるスキー場の閉鎖・休業の動向 
 日本全体で、すでに 1970 年頃から閉鎖さ
れるスキー場が出現し、その後は毎年数か所
のスキー場が、中央日本北部（岐阜、長野、
新潟）東北、北海道といった東日本で閉鎖さ
れた。しかし、1990 年代半ば以降、大量の
スキー場が閉鎖されるようになった。それら
のほとんどが小規模スキー場である傾向は
1990 年代前半以前と類似しているが、地域
的には西日本にも広がっていった。 
 2000 年前後を境に中・大規模のスキー場
も閉鎖されるようになった。2011/12 年シー
ズンでは、これまで国土に開発されてきた全
スキー場のうち、約 3 分の 1 が閉鎖されたか、
もしくは休業状態にあった。閉鎖・休業スキ
ー場の特徴として、第 1 に、既述のように小
規模なスキー場の卓越があげられる。すなわ
ち、標高差が小さく、また設置された索道数
が 1〜2基と少ないスキー場の閉鎖が目立つ。
またそれらは一般に海抜高度の低い地域に
展開する。また一部の小規模スキー場は、か
つては温泉地立地や鉄道駅近接立地といっ
た条件を有していたが、小規模ゆえにその条
件を活かしきれなくなって閉鎖されたと考
えられる。 
 第 2 に、索道事業者が市町村当局であるス
キー場が多いことである。バブル経済崩壊以
降の市町村財政が悪化する中で、スキー場経
営に見切りをつける例が多くみられる。とく
に、平成の市町村合併が進んだ結果、複数の
赤字経営スキー場をかかえる市町村では、例
えば石川県白山市のように、その整理が進行
している。 
 第 3 に、スキー場が成立するには、積雪、
斜面の地形、交通アクセスなどの条件が必要
であるゆえに、スキー場はいくつかの地域に
集積して立地する傾向にある。その集積地域
内には人気の高い中・大規模スキー場から小
規模スキー場まで多様に分布していた。多く
のスキーヤーが存在したバブル期には、混雑
するがゆえに多くのスキー場にスキー客が
分散していた。しかし、スキー客の規模が縮
小し、現存する中・大規模スキー場がそのほ

とんどを吸収することによって、それらに近
接して立地していたスキー場が閉鎖される
パターンがみられたのである。すなわち、市
町村合併による閉鎖例も併せて、「近接逆効
果」が作用している。こうした例は、閉鎖全
体の半数程度を占めている。
 
 一方、2010 年代に入ると、閉鎖・休業ス
キー場数は減少傾向にはあるが、依然として
スキー場経営をめぐる状況は厳しい。現在営
業されているスキー場は約 500 か所である。
このうち、とくに小規模スキー場はその存在
意義を明確にすることが求められるのであ
ろう。こうした状況下、一部の企業による既
存スキー場の買収が目立つようになり、経営
ノウハウの蓄積や規模の経済に基づいた独
自の経営戦略等が実行されつつある。このよ
うに日本のスキーリゾートは今後も大きな
変化が予測される。 
 
(2)インバウンド観光の発展に伴うニセコひ
らふ地区の変容 
①ニセコひらふ地区の概要 
 北海道のニセコアンヌプリ山麓では、オー
ストラリア人、やや遅れて香港人等が大量に
来訪し、スキーリゾートではさまざまな変化
が生じている。とくに、倶知安町のニセコひ
らふ地区は、新たな宿泊施設の出現などによ
って著しく変化している。 
 ニセコひらふ地区は、ニセコアンヌプリの
東山麓に開発されたニセコひらふ（グラン・
ヒラフ）スキー場の下部に位置する。明治末
期にスキー技術が導入され、1961 年に最初
のスキーリフトが建設された。その後、スキ
ー場の最下部（今日のセンターヴィレッジ、
スキー場と道道 343 号線の間の領域）には、
民宿・旅館やホテル等の宿泊施設が立地する
ようになった。1980 年前後からは、道道 343
号線下部、今日「ペンションヴィレッジ地区」
と呼ばれる地区にペンションが多く立地す
るようになり、別荘の立地もみられた。また、
1985 年以降、センターヴィレッジの北東に、
「泉郷」と呼ばれる別荘・ペンション用地が
数回にわたって開発・分譲されるなど、ニセ
コひらふ地区は面的な拡大を示した。その一
方で、中央日本のスキーリゾートに比べると、
ピーク時（バブル期）においても、この地区
には多くの未開発地や区画も存在した。しか
し、1990 年代半ば以降、日本全体の傾向と
同様に、スキー客数は継続的に減少していっ
た。スキー場の経営状態は悪化し、休止する
スキーリフトも現れ、宿泊施設の廃業も生じ
るようになった。 
 多くの既往研究で指摘されている通り、夏
季にラフティングで観光経営を開始したオ
ーストラリア人の出現を契機に、ニセコアン
ヌプリ山麓では多くのオーストラリア人ス
キーヤーが訪れるようになった。ニセコが有



するパウダースノーという資源の存在も、彼
らを惹きつけた大きな要因である。こうした
オーストラリア人や最近のアジア系スキー
ヤーの大量来訪によって、ニセコひらふ地区
の景観は大きく変化した。 
②ニセコひらふ地区の景観 
 現在、ひらふ地区の景観を構成する要素は、
スキー場、宿泊施設、別荘、飲食施設、商業
施設、オフィス、一般民家などである。この
中でもスキーリゾートの構成要素として、宿
泊施設、とくに自炊設備を備えたアパートメ
ントが目立っている。それらは、地区全体に
分散して分布する。 
 アパートメントのうち、マンションの外観
を呈したコンドミニアムはスキー場により
近い場所に立地する傾向にある。一方、コテ
ージは一戸建てで、１〜2 ユニットからなる
ものが多く、ペンションヴィレッジおよび泉
郷内に大量に分布する。外観が個性的・機能
的で、ほとんどオーストラリア人の設計士等
によるものである。名称は日本語で付けられ
ており、そこに日本の影響が感じられる。購
入価格は日本のリゾートで売買されるレベ
ルと比べるとかなり高く、ほとんどが投資向
けであり、投機の対象にもなっている。購入
者が使用しない時に、仲介業者を通じて宿泊
施設として利用される。利用価格は比較的高
価（およそ 1 万円／人・泊以上）で、平均的
な日本人の利用は考慮されていない。また、
1 週間程度の長期滞在が基本であり、食事が
一般には提供されないなど、日本人利用者に
はなじみのない形態である。 
 ホテルやペンションといった一般の宿泊
施設は、センターヴィレッジでは現存してい
る。一方、ペンションヴィレッジおよび泉郷
内では、コテージに加えて、別荘や一般住宅
もみられる。また、ひらふ坂や道道に沿って
多様な飲食施設や商業施設（土産物店、コン
ビニエンスストア、レンタル店）、不動産販
売やアパートメントを宿泊施設として利用
する仲介業者等のオフィスが点在している。 
③ニセコひらふ地区の景観変化 
 この地区のアパートメントは、長期滞在を
好むオーストラリア人の嗜好に合う宿泊施
設があまりなく、彼らが自分の好みに合った
宿泊施設を独自に建設するようになったこ
とによって増え始めた。その建設は 2002 年
頃に始まり、ピークは 2007 年前後であった。
当時はオーストラリア人による建設が主体
であった。リーマンショック後の不況で減少
したが、その後は香港やシンガポールなどの
アジア系の富裕層による建築申請も増えた
ために、ある程度の新設が存在する。こうし
た建設ラッシュによる多様な問題（景観悪化
や除雪対策など）に対応するため、倶知安町
では 2008 年 2 月以降、「準都市計画区域」、
「景観地区」、「特定用途制限地域」および「倶

知安の美しい風景を守り育てる条例」による
網掛けを通じて複数の建築制限を設けてい
る。 
 次にアパートメントが立地する土地の性
格に注目する。アパートメントは、更地に建
設される場合もあるが、廃業されたペンショ
ンや既存の別荘・土地を購入し、建物を取り
壊した後に建設される例が多い。一般宿泊施
設の分布変化に注目すると、1995 年時点で
は、センターヴィレッジ、ペンションヴィレ
ッジおよび泉郷西部の範囲に100軒弱の宿泊
施設が存在した。しかし、そのうち現存する
施設はおよそ 3 分の 1 に留まる。一方、4 割
弱は既にアパートメントに転用されたり、更
地や駐車場になっている。その他として飲食
店に転用される例が存在する。 
 つまり、ニセコひらふ地区では、ホテルや
ペンションといった一般的な宿泊施設が大
幅に減少し、アパートメントが主たる宿泊施
設を占めるに至っている。このように、ニセ
コひらふ地区で外部資本によって著しい景
観変化が生じたという点では、1980 年代末
のリゾート開発ブーム時と共通した特徴を
有する。ニセコアンヌプリ山麓がアジアで最
も魅力あるスキーリゾートのひとつである
ことは疑いない。しかし、今後は、リゾート
のさまざまな整備について、関係する地域主
体がどのようにコントロールするのかが、山
麓の自治体や地域住民にとって重要になる
と考えられる。 
 
(3) スキーリゾート変容をめぐる地域的意味 
 現在の日本において、スキーリゾートは衰
退傾向にあり、経営的にはさまざまな問題を
かかえている。一方、閉鎖されたか休業状態
にあるスキー場の多くは小規模なものであ
る。閉鎖・休業にはさまざまな要因が関係し
ているが、「近接逆効果」が作用することに
よって、大規模スキー場の近隣に位置する小
規模スキー場の閉鎖が目立つ。 
 スキー観光の停滞、スキーリゾートの衰退
傾向のなかで、外国人スキー客に対する期待
は大きい。ニセコひらふ地区では、インバウ
ンド観光によってある程度の規模の外国人
滞在者を確保している。その結果として、特
定の外国人向けの長期滞在用宿泊施設が卓
越するようになり、スキーリゾートの景観は
一変した。とくに、富裕外国人向けのアパー
トメントが集積するリゾートといった面が
強調されたことは、発展途上国でみられた租
界型開発の形態と非常に類似している。逆に、
ホテルやペンションが減少した結果、一般の
日本人が滞在することが困難となる状況が
生じている。東日本大震災直後にニセコから
ほとんどの外国人が退去したように、グロー
バル観光時代とはいえ、インバウンド観光の
みに著しく依存することは、リゾートにとっ



て経済的・社会的に、またその持続的発展に
とっても問題があることは明白である。今後
は、日本人による利用をどのように推進する
のかについても考慮・検討することは避けら
れないと思われる。同様の例は長野県白馬村
でも出現しつつある。 
 ヨーロッパアルプス、とくにオーストリア
のスキーリゾートでは、今日、不安定な積雪
が深刻な問題であるとはいえ、長期滞在者の
安定した訪問によって持続的な発展がみら
れる。一方、日本ではスキー技術の移入後 100
年が経過したが、その間に短期滞在という日
本独自の「スキーリゾート文化」が定着した。
この文化が、ある面ではスキーリゾートの持
続的な発展を阻害してきたといえる。つまり、
短期滞在が卓越するゆえに、スキーリゾート
は、週末に滞在者が著しく集中するといった
常に不安定な経営を迫られてきたとみるこ
とができる。 
 ニセコひらふ地区においてオーストラリ
ア人が自ら示した、長期滞在という「スキー
リゾート文化」が契機となって、今後日本人
にもその形態が普及することが期待される。
それが、停滞する日本のスキーリゾートを再
生させる可能性のひとつの鍵になると考え
られる。 
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